Corporate Governance based on Civil Society by 小島 大徳 & Kojima Hirotoku
市民社会による企業統治
一利害関係者か ら市民社会ヘー
小 島 大 徳
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¶ は じめ に
企業不祥事 は収 まる ところを知 らない。 そして、大型企業不祥事が発生す
るたびに、企業統治の必要性が叫ぼれ ることになる。企業不祥事への対処方
法 に、おお くの学問分野の研究者が取 り組 んでいる。 しか し、今 日もなお、
企業不祥事が多発 している実態か らも、 これが功 を奏 しているとはいえない
市民社会による企業統治33
であろう。
企業不祥事 には、多 くの共通点が見 られ る。 それは、企業不祥事の端緒の
側面か ら見 ると、従業員な どか らの内部告発が多い ということである。 また、
企業不祥事の落着方法の側面から見 ると、消費者や社会的批判が強 ま り経営
者が辞任す ることによる。私が研究を行 っている企業統治論か らみると、少々
矛盾 を感 じる。なぜ ならば、企業統治論の企業不祥事への対処策では、主 と
して企業 内部(経 営者)に よるセル フ ・ガバ ナンス によ り事前 に不祥事 の種
を摘みつつ、企業外部者 によるチェックにより常 に緊張感 をもった企業経営
を行 うことを要求 しているか らである。っ まり、企業統治の本質的な機能に
よって、企業不祥事が発見 されたので も、幕が下 ろされたので もないのであ
る。
本稿での問題 意識 は、(Dはた して企業統治構造 は企業経営機構改革を中
心 に行 うことだ けで よいのか、(2)企業経営機構改革 を積極 的に行 お うとし
ても、経営者支配が確立 して しまっているなかで実効性がある企業統治構造
を構築 で きるのか、 とい う2つ にある。 この ような問題意識 に対 して、(1)
市民社会 と企業の根本 的関係、(2)市民社会 の企業ヘ アプローチの概念、を
用 いて解決 に迫 る。 そして、 これ らの企業不祥事 を中心 とす る企業 を取 り巻
く問題 を解決 に向かわせ るため、新たな基礎的理論 を提示す るものである。
2企 業統治の起源
2.1企 業 統 治 の 起 源 と 社 会 契 約 論
企 業 統 治'と は 、 コ ー ポ レ ー ト ・ガ バ ナ ン ス(corporategovernance)の邦 訳
で あ る。 ガ バ ナ ン ス(governance)の語 源 は 、 ガ バ メ ン ト(government)に由
来 す る。 ガ バ メ ン ト(government)は、 も っ ぱ ら政 府 機 関 を い か に し て 統 治
す る か に つ い て あ らわ す 語 で あ る。 つ ま り、 ガ バ メ ン トか ら派 生 して 、 コ ー
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ポ レー ト・ガバナ ンス(corporategovernance)という語が生 まれた と考 え ら
れている。そこで、 コーポレー ト ・ガバ ナンスの本質 に迫 るには、ガバナン
スの基本的事項である政府 とそれを規制す る憲法の関係 を確認 し、論 じる必
要がある。本稿では、便宜上、 コ 一ーボレ 一ート・ガバナンスを企業統治 と読み
替 えて論 じることにす る。
法学の世界において、憲法は最高規範である。 ここで間違ってはいけない
ことは、憲法は統治機構のみに対す る命令であって、市民が憲法を遵守す る
義務 はない2。憲法 は市民の 自由 を保 障するために、統治機 関に対 して市民
の権利を擁護 し発展 させ る義務 を課 した ものであ る。 このような今 日の通説
であ る憲法 と統治機構 そ して市民の関係 を形づ けたのは、 ジ ョン ・ロ ック
(JohnLocke,1632-1704)の社会契約論であった。社会契約論では、権力制限
と自由保障が理論化 された。 この理論は、「人 は最初、社会 の成立以前の 『自
然状態』 において 自然権 を有 していたが、 その 自然権 をよ りよ く保 証す る
ために契約 によ り社会 を形成 し、政府 を設立 して権力 を信託す る3」とい う。
ここで は、加 えて重要な指摘がなされてい る。 それは、 「政府の設立 と権力
の信託 は自然権 の保証が 目的であるか ら、政府は人々の もつ 自然権 を侵害す
ることは許 されず、侵害 した場合 には、抵抗権 あるいは革命が正当化 され る4」
とい うことである。
この理論 をま とめ ると図1に 表 され るように、市民はよ りよい社会で生活
するために政府機 関を承認 しようとす るのだが、いずれ政府が力 を握 り市民
の意に背 く行為 をす ることを恐れて憲法を策定 した。その際に、憲法 には、
市民の 「人権の保 障」 と、 それを内部統制 させ るための 「権力分立」を盛 り
込む ことに した。 もちろん、 この憲法 は、政府 に対 して遵守義務 を求 める。
しか し、それだ けでは人々は納得 しない。近代 に も数多 く繰 り返 されてきた
圧政の経験か ら、「抵抗権」 と 「革命権」を保持 したのであった。
この ような、社会契約論か ら導かれ る抵抗権 あるいは革命権 というキー
ワー ドは少々厳 しく胸 に迫 る語調であるが、誤解 を恐れず、論 旨を明確 にす
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るためにいうな らば、 これが今 日の企業経営 に対応 できる基礎理論であると
い うのが、本稿で もっ とも主張 したい ことであ る。 これについての論 は後ほ
ど述べ るとして、人の自然権や憲法 と、会社や企業法制度 との関係を、 まず
論 じなければな らない。
図1市 民と憲法と政府
人権の保障と権力
分立の要請
(出所)筆 者作成。
2.2市民社会から企業を統治する正当性
周知の とお り、株式会社の起源 は1602年のオ ランダ東イ ン ド会社だ とい
われてい る。 この頃 は、法令 によって法人格 を付与 され、企業 は経営活動 を
行っていた。 また、徐々に法令に適合 していれぼ、法人格 を付与す るとい う
準則主義の流れに向か うことになる。 この頃は絶対王政 時代であ り、国王の
存在を裏付 けるための憲法 とい う性質 を持つ時代背景にあるが、憲法は徐々
に市民 による政府への規制的側面を持つ ようになる。 このような立憲主義の
思想は、現代の企業活動 と市民活動の基礎理論 を形成す るのに重要な示唆を
与えて くれ る。以下では、いよいよ企業活動の本質 に迫 るこ とにす る。
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市民社会において、企業のおかれ る立場 は、市民の信託 と承認がな くては
成 り立たない。つ まり、昨今頻発 している企業 の不祥事や非倫理的行為 は市
民の人権 を脅かす行為であ り、容認することは絶対 にで きないのである。 こ
の企業不祥事や非倫理的行為 に対 しては、 さまざまな取 り組みがなされてき
ている。わか りやすい例 としては、国会 による度重な る企業法制度改革や行
政 による監視や監督な どである。 しか しなが ら、企業不祥事や非倫理的行為
は、一向に収 まることをしらないのが現状なのである。
一般企業 は、会社法 を中心 とす る法 によって、会社が事業活動 を行 う根拠
を与え られている。 もちろん、会社法 を中心 とす る法 も憲法の枠内で正当化
され る。 そして、既述の ように、憲法 は市民 による自然権 をよ りよ くす るた
め、政府 を設立 して権力を信託 しているので ある。 そうであるな らば、当然
に会社法 なども市民が期待 した憲法の枠 内にあるはずなのである。
図2市 民と企業の根本的関係
抵抗 権 … 一… …
間接的
要請 人権の保障と権力
分立の要請
(出所)筆 者作成。
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図1は 、市民 と憲法 と政府の関係 を表 した。 これを市民 と企業の関係にあ
てはめ ると図2の ように表す ことがで きる。市民 は憲法 に対 して人権 の保障
を直接的に行 っているのであるか ら、企業法制度 に関 しても憲法 は責任を負
うことになる。っ まり、問接 的にそれを要請 している関係 にな る。そ して、
この企業法制度 は、企業の経営活動 を許容 し規制 し監督する目的で制定 され
ているのであ るか ら、企業 に対 して遵守義務 を課 しているといえよう。 ここ
か らも、市民 は企業 に対 して、抵抗権 と改革権 を有 している とすることがで
きる。 ここにおける抵抗権は、企業 に対す る間接的な影響力を行使す る権利
だ と位置づ けることがで き、改革権 は、企業 に対する直接的な影響力を行使
す る権利であるといえる。 また、抵抗権 は、法な どにより規定 されていない
市民の行動で あ り、 はっきりとした改革権 は、法な どによ り規定 されている
市民の行動で あるとも言い換 えることがで きよう。 もちろん、今 日の市民 と
企業の関係 は、抵抗権 を持つに過 ぎず改革権 を有 してはいない。 しか し、私
は、近い将来、 この抵抗権か ら改革権への移行が起 こるもの と考 えている。
なお、本稿で用 いている抵抗権や改革権 とい う言葉は、それを定着 させ る
ことをめざ しているわけではない。 この言葉 は、私が将来の論 を確立す るた
めに用いているものである。詳 し くは、後述す る。
3市 民社会による企業統治の必要性
3.1今日の企業統治論の限界と今後の可能性
周知の通 り、会社法にはさまざまな企業経営に関するチェック機関や機能
が規定されている。 とたえば、監査役設置会社の監査役(会)や会計監査人、
株主などの取締役や代表取締役への監視 ・監督機能であり、委員会設置会社
の監査委員会の監視 ・監督機能や取締役 自身の自己監査などである。これ ら
は、数々の現代的な企業不祥事が続発 したことにより、新設されたり機能強
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化 がなされてきた。
企業経営 に関わる研究者や実務家 などは、近年、企業統治のみでは、 これ
らの企業不祥事が防げないのではないか との認識が徐 々に広が っている。そ
の裏付 け となる事実 は、止 まることのない大企業 による大型企業不祥事の続
発 であ る。 この現状か らは、い くら会社法 を中心 として企業経営 に関 す る
チ ェック機 関の役割 と機能の強化 を行 っても、限界があるのではないのか、
果 た して理想的な(完全に不祥事をなくす)企業経営機構 があ るのか、 とい う
問いか けが強烈 になされているのである。
これ らの もっ とも根本的な問題 を解決す るために、平田光弘先生が主張す
るように、企業統治 の研究者 な どは、(1)企業経営機構 とい うハ ー ドの部分
に眼を向けるだけではな く、経営者な どのソフ トの部分 に眼を向けな くては
な らない、(2)企業統治だ けではな く、企業倫理、社会 的責任 な どを重層 的
に考 えて行かなければな らない、の2つ の課題や 目標 に向けて研究 を行 って
い く必要があるし、そのような潮流 にあ る。
3.2社会的責任論 と企業倫理論の高揚
い くら株主総会の権 限強化、取締役会の権 限縮小および 自己監査体制 の確
立、監査役会における取締役の任期延長な どを行 った ところで、それだけで
は無意味であるともいえる。経営者支配が確立 してい るとい う昨今 において、
その経営者支配のシステムを改善 しようとす る方策 として、 これ らの改変が
いかなる影響力を持つのかを、立ち止 まって少々思案すれば、 まった く焼 け
石 に水であることは、火 を見 るよ りも明 らかで あろう。
それをいって しまってぼ元 も子 もない。 そこで、今 日、企業統治に加 えて
盛んに論 じられているのは、社会的責任論や企業倫理論である。両者の特徴
は以下の通 りである。
社会的責任論 は、 日本 の高度成長期、企業 による公害問題が深刻化 した こ
とに比例 して徐 々に論 じられ るようになった。当初、企業 は営利活動を行 う
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ために存続 しているのであ り、社会的責任 を果たす使命 は負っていない との
反論が強 く主張 された。だが、今 日では、社会的責任は企業が当然に果たさ
なけれぼな らない行為であるとの認識で一・致 している。 ここでの特徴 は、社
会か らの要求が強 まり、企業の概念が固まり、企業経営者 による実践が行わ
れてい る点である5。
企業倫理論 は、企業の社会的責任の高 まりとともに発達 して きた側面が あ
る。だが、近年で は、企業倫理に対す る規則化や プログラム化 も展開 されて
お り、 その守備範囲は広が りつつある。最近では、企業倫理 を確立す るため
の経営者教育の必要性 も叫ばれてお り、今後の展開が期待 され る6。
これ ら社会的責任論 と企業倫理論 は、企業統治 との関わ りが深 く、今後の
経営学 において力を入れて探求されていかなければな らない最重要研究課題
なのである。
3.3企業経営機構改革とその限界
私 も、3.1で述べた2つ の研究課題 と3.2で説明 した社会的責任論や企業
倫理論を含 めた形で企業統治論が展開 してい くことに賛成である。その私見
を以下で述べ ることにす る。
企業統治 は、企業競争力の強化 および企業不祥事への対処 を目的 とす る
コーポレー ト ・ガバナンス ・システムの構築を目指 している。だが、本当の
狙いは、企業経営者が独走 するのを防 ぐ企業システムを構築す ることにある。
い うまで もないが、市民社会における国の統治構造は、立法 ・行政 ・司法
の三権 に分立 し、 それぞれが抑制 と均衡関係 の中で存在 している。 これに当
てはまるように、経営学者 も企業システムの中で、株主総会 ・取締役会 ・監
査役会(あ るいは取締役会内委員会)と いう機関を作 り、お互いに抑制 と均衡 を
持たせ ようとした ともいわれる。今 までは、 これ らの関係 を小手先 の制度改
変によって企業統治の構築 を達成 しようとして きたので ある。しか しなが ら、
これ らだ けでは、真の企業統治の構築 を達成す ることは無理であろう。なぜ
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な らば、国の統治機構 と違い、企業 は社会的な存在であるとい う側面 を持ち
合わせているか らである。い うな らば、企業(この場合は経営者)は 内部 に目
を向けることよ りも、外部 に目を向けることを重視す る。 これ 自体 は何 ら悪
いことでな く、企業の社会的職分 を考 える と至極 当然の ことであると考 える。
しか し、 そうであ るな らば、内部の改変 にだけ目を向 ける企業統治改革は、
もはや重要な意味を持たない とい うべきであろ う。
3.4経営者辞任の根本的な要因
企業統治が健全に機能 していることの1つ の証が、経営者 を辞め させ るこ
とであるとす るな らば7、JR西日本 の脱線事故で、事故後、当時の社長 が約
1年にわたって社長の座 に収 まっていた ことを考えねばな らない。経営者(取
締役や代表取締役など)を直接 的に辞 めさせ ることがで きるのは、株主だ けで
ある。 しか し、 この株主が企業不祥事 において経営者 に対 して、厳 しい態度
を取 った ことをあま り聞かない。 これは、日本特有の株式相互持合いによ り、
個人株主 よ りも友好 的な法人株主の方が多い とい う特殊事情がある。 また、
た とえ個人株主が法人株主 よ りも多 く存在 した として も、経営者支配の状態
は解消す るわけではな く、経営者 に対 して株主が意思表示 をまとまって行 う
ことは事実上困難な ことは、 いうまで もない。
最近では不二家の企業不祥事 な ど、市民社会に大 きな影響 をあたえるもの
が多発 している。 しか し、その際 に、株主な どの直接的アプローチにより辞
任 に向けた経営にまっわ る動 きがみ られ ることはない。
このような状態にあるか ら、最終的に経営者が辞任す る要因は、社会的批
判が経営者 に向けられ、それに対処す るために辞任す ることに集約 され る8。
それを企業統治論で説明す るこ とは困難で ある。 そ こで、上述 した ように、
社会 的責任論や企業倫理論 との関わ りによ りは じめて説明す ることがで き
る。
市民社会による企業統治41
4利 害関係者から市民社会による企業統治
4.1法人処罰による企業統治の可能性
企業統治の究極 的目的は、経営者が不正や不祥事 を起 こし、市民社会に生
活する人々の生命や財産 に多大 なる悪影響 を与えた場合 に、辞めさせ ること
昏ができるシステムであ るとい う論が出て くるのは
、至極 当然の ことであ る。
だが、今 日の大企業 は、あま りにも有名な経営者支配 とい う言葉があるよう
に、経営者が次期経営者 および経営陣を選任で きるとい う体制を意識的にせ
よ無意識 的にせ よ作 り上げてきた。 そのため、企業経営活動 により悪影響 を
うけた人々は、その人の金銭的価値 に換算 した保障や損害賠償 を受 ける手段
しか持 ってお らず、直接 的に企業経営にモノを申す ことが事実上できないの
であ る。 もちろん、行政処罰 な どによ り一定 の処罰を受 ける場合 もあるが、
株 式会社 は事実上準則主義 を とってい るた め、解散 な どの強硬手段 をとる
ことはない。(監査法人や銀行などは、特別法により国から免許を交付されているので、
業務停止などの処置がとられることもある。)
20世紀の後半 までの企業 は、社会 システムのなかで活動 をす る一個人的
な発想 により企業システムが構築 されてきた。なぜ ならば、その当時の人々
は、企業が ここまで大企業化 し、人々の生活を左右す る存在 になる とは思い
もしなかったか らである。別 の言い方をすれぼ、 その当時の企業 は、 コン ト
ロール しようとお もえばいつで もできた存在であったのである。
しか し、1950年代 か ら続発 し始 めた公害問題 を端緒 に企業活動 は、奇 し
くも存在感 を増す ことになる。その当時、公害の発生原因を企業経営に結び
つ ける因果関係 の立証 に多 くの時間を費や し水俣病 などは、未だに完全な決
着 を見ていない。 くわ えて、法律 の未整備 も問題 となった。民法709条の
不法行為 を立証す るためには、訴 えた公害被害者 によって、公害が起 こった
原因や企業側 の責任、因果関係 を立証す る責任 を負わされていたのである。
大企業 を相手 に して、公害被害者が これ らの ことを立証するためには、多額
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の金を使用す るばか りか、専門的な ことに関 して全 く知識 のない者 に とって、
事実上無理な話であった。
近年では、松下産業やパロマガスな どに代表 され る製造物 によって、生命
を落 とす事件が多発 している。 これ らの事件 も1990年代前半 まで は、製造
物 によって被害を受けた ことを、被害者が立証 しなければな らなか った。
このように、法人形態 によって法人 自体が処罰された り、両罰規定が適用
された りす るのは、ひ とえに法人 に対す る概念が確立 していない ということ
と、法人の経営活動が多岐に渡 り一括 りにその範囲を画定することがで きな
い ことに由来す る。 これ らの問題 は、今後詳細 に検討す るとして も、ただ1
つ、今 日で も明 らかにすることがで きることがある。それは、法 により与え
られた規定 により法人が設立 され、運営 され、罰せ られるこということであ
る。 ともすれば、その法 を(この場合、会社法や公認会計士法、NPO法など)存続
して も良い とお墨付 きを与 えたのは、憲法である。そ して、 その憲法 は、市
民が政府に対 して規制をかけた存在であったのだ。
4.2利害関係者の立場 と役割
市民社会 における企業の存在が大 き くな り、市民社会の中心的構成員であ
る人 に対す る悪影響が多大 とな り、それを防止す ることがで きないのな らば、
市民がそれ を達成す るための行動 を起 こそうとするのは必然で ある。その代
表的な事例 としては、消費者 による不買運動、地域住民 によるデモ活動や直
接対話 などである。
企業 の利害関係者 は、表1に ように、第1義 的利害関係者 と第2義 的利害
関係者 に分 けることがで きる。 これ によると、第1義 的利害関係者 の代表は、
株主、経営者、債権者 な どである。 そして、第1義 的利害関係者 は、以下の
3つの立場や役割 を有す る。 それは、(1)企業 に対 して、直接的 に要求や対
話 を行 うこ とがで きる利害 関係者で あること、(2>企業の経営活動全般 にわ
た って影響力 を行使 し、影響 を受 け る利害関係者であ ること、(3)特に、株
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主は、経営者の選解任権 を有 してお り、強力な権利や権力を有 しているとみ
なす ことがで きること、である。 また、第2義 的利害関係者 の代表は、消費
者、地域住民、地球環境、従業員な どである。そ して、第2義 的利害関係者
は、以下 の2っ の立場や役割 を有す る。 それは、(1)これ らの利害関係者 に
関する部分的な事柄 に関 して、企業に対 して利害関係 を有す る者であること、
② これ らの利害関係者 は、間接的に しか企業 に対 して アプローチす ること
ができるに とどまる利害関係者であ ること、である。
もちろん、 これ は一般的な分類であって、原子力発電所 を有 している電力
会社な どは、第1義 的利害関係者 に地域住民が入 ることになるな ど、絶対的
なものではない。
表1企 業の利害関係者の分類
1
代表的な利害関係者 立場や役割1
(1)企業に対して、直接的に要求や対話を行うことができる
利害関係者である。
第儀 的利害関係者 株主、経営者、債権者、など
② 企業の経営活動全般にわたって影響力を行使し、影響
を受ける利害関係者である。
〔3)特に、株主は、経営者の選解任権を有しており、強力な
権利や権力を有しているとみなすことができる。
(1〕利害関係者に関する部分的な事項に関して、企業に対
第2義的利害関係者 消費者、地域住民、地球環境など
して利害関係を有する者である。
② 間接的にしか企業に対してアプローチすることができる
にとどまる利害関係者である。
1
(出所)筆者作成。
4.3市民社会における企業への改革権
表1の ように、企業 を とりま く利害関係者が存在す ることを、今 まで考え
られていた と考 え られる。 この考え方 を一歩進 めて、利害関係者の範 囲を市
民社会 まで拡大す ることが必要 なのである。その理 由は2つ ある。1つ 目は、
今 までの第1義 的(直…接的)利害関係者 と第2義 的(間接的)利害関係者 とい
う分類では、多様化する企業経営活動 にあわせた利害関係者の変動 を説 明で
きないことである。2つ 目は、利害関係者が現時点 にお ける当てはめにすぎ
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ず、過去や将来 を0括 に説明す る概念が必要 なことである。そ して、 この2
つを根拠 として、 これか らの企業経営 は、その取 り巻 く環境 を、市民社会 を
も範囲 に入れて経営活動 を行 うべ きであると考 えられ る。
ここで、本稿 において用 いてい る市民社会 という言葉について説明す る必
要があろう。市民社会 とい う概念 は多岐にわたる。伝統 的な市民社会論 にっ
いては専門的な書や論文 に当たっていただ くとして、企業経営 における市民
社会 は、利害関係者 とい う範囲に含 まれず企業経営 によって影響を受ける者
な どで ある とも一・応、範囲を画定す るとしよう。特 に、本稿で扱った課題 に
焦点をあてて重視 され ることは、今 日起 こっている企業不祥事 に対 して、 そ
れ に対処す る利害関係者が今 までの利害関係者の分類(第1義 的利害関係者と
第2義的利害関係者)に よる説明で、論 じることがで きない事象が多 くあ るこ
とである。 その核心 は、経営者の辞任 とい う問題である。
図3市 民社会と利害関係者
(出所)筆 者作成。
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5市 民社会による企業統治の基礎理論
5.1市民社会による企業改革権
経営者の辞任 だけに焦点をあて企業統治の観点か ら考察す ると、経営者 の
辞任 に直接的な影響 を与 えているのは、第2義 的利害関係者で あった。 この
第2意 義的利害関係者 は、0般 的に今 まで直接的な影響力 を行使す ることが
ない といわれていた。 しか し、た とえば、消費者の不買運動は、法に規定さ
れた直接 的な利害 関係者 としての行動 とはいえない。 しか し、 この こ とが、
今 日の企業経営 にお ける良心 を辛 うじて保 たせてい る とみなす ことがで き
る。最近発生 した不二家の賞味期限切れ食品加工事件 において も、不二家 と
株主相互持合いを行 っている企業 は、資金協力な どを申 し出るだけであった。
ここで影響力 を行使 したのは、第2義 的利害関係者 である消費者や卸業者、
小売店である。 これ らの者 らは、い うまで もな く株主 な どと比較 して も、企
業経営に直接的な影響力を行使で きないはずであるが、 もっとも大 きな影響
力を与 えた ことは誰の目で見て も明 らかである。
これ らの利害関係者の作用 を個別 に規定することは、 もはやで きない とい
わざるを得ない。企業経営 における利害関係者 の範囲や規模が、今 日におい
ては思 っている以上 に複雑だか らである。そこで、市民社会 とい う概念 が必
要 となって くる。 これを確立す ることで、 この市民社会 における消費者 な ど
の不買運動を どうのように位置づけることができる。つ まり、企業不祥事 に
対 して、消費者運動にだけ頼 るのであれば、 これに対 して、今現在、強制力
を与える理論や制度が確立 していないのであるか ら、悪 いイメージを持たれ
ることもあろ う。 また、経営者が意図的にその動 きを考慮 しないことも考え
られ る。
そこで、 これ らの利害関係者の作用 に論理的裏付 けを持たせ ることが重要
であった。 そ して、市民社会が企業活動 を許 した根拠で あ ることを主張 し
た。 さらには、その根拠 をもって、市民社会 には株主 な どの第1義 的(直接的)
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利害関係者 と同等、 あるいはそれ以上の企業改革権が存在す ることを主張す
るところであ る。
5.2市民統治
市民社会 とい う概念 は、 アダム ・ス ミスの諸理論のなかにも散見 され る。
これ らで述べ られてい るこ とも、注意深 く検討 してい くことが求 められ る。
だが、本稿で論 じた企業 を中心 とした市民 との契約関係 を中心に、市民が企
業に対 して抵抗権 および改革権 な どを保有 し実行することが可能 となる理論
の ことを、「市民社会 による企業の統治に関す る理論(市民統治)」と名づ ける。
この市民統治 は、市民が企業 に対 して、間接的に自由 と人権 を最大限に保障
し、企業活動 による経済的受益 を受 けることを保障す るものである。企業活
動を行 うことを許 してい るのは、 こうした市民の企業 との契約があるか らな
のであ る。
そ して、市民は企業 に対 して、直撲的に抵抗権 と改革権 を有することにな
る。 これにより、現代 における企業経営に対す る市民の参加が正当化 され る
ことにな る。 これは、市民の改革権が行使 されているか らである。 また、企
業の社会的責任や企業倫理の確立な どは、時代 の要請 とい う漠然 とした概念
が、企業 の意識改革 を生んでいる とい うよりも、市民による改革権の表れで
あるといえよう。 しか し、 こうした改革権が行使 されて も、市民は、複雑化
してい る社会システムのなかで無力であることもある。そ こで登場す るのが
抵抗権である。抵抗権 は、消費者不買運動や労働組合でのス トライキな どの
諸活動が当てはまる。
これ らの改革権 と抵抗権 を具体 的に制度化 していかな くて はならない し、
近い将来、 この ような議論がわき起 こって くると考 えてい る。 その一端が、
近年制度化 されている。それは、アメ リカにおける内部告発者保護制度であ
る。そ して、 日本で も内部告発制度を確立 させ ようとす る気運が高 まってい
る。 この動 きは、本稿で示 した結論へ と向か うプロセスの序章なのである。
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本稿で用いた抵抗権や改革権 とい うのは、はなはだシ ョッキングな言葉で
ある。私は この言葉が最 も適切 なものではない と考 えている。 また、大 きな
誤解 を生む可能性 もある。 そのため、市民社会による企業統治論 をさらに深
めて考察 してい く際に適切な用語 を考 えていかねばならない し、 そうなって
い くと考えてい る。
6お わ りに
今後 の企業統治 は、市民社会の枠 内で企業 を把握 して論 じてい く必要があ
る。 そして、それ を具体的に論 じてい く際には、社会システム という概念 を
用いる。 この社会システム という概念は、次稿で詳細 に説明することにす る
が、今 の ところ、 これを各国 ごとの企業 をも含めた市民社会における規律だ
と考 えて もらえばよい。 そこには、文化や慣習、法制度な ども含 まれ る。そ
して、 この社会システムは、企業 を中心 に経営を考 えるな らぼ、企業経営が
グ「ローバルに展開す るなか、他の社会システムに及ぶ ことがある。また、現
代 においては、他の社会システム と重な り合 いを持つ ことが多い。企業 はあ
る社会システムに軸足を置きっつ、 自己の社会システム内、ある時は他の社
会システムに及ぶ ことが あ り、む しろ、それが求め られていると考 えられ る。
ちなみに、社会システム内に収 まらない企業経営活動 は、企業不祥事や反社
会的行動 とい うことができよう。
本稿で は、市民社会 と企業の根本 的な関わ りについて論 じた。次稿では、
社会 システム と企業 の概念 を提示 し、企業統治論の基本 を確立す ることに努
力 しなけれぼな らない。
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注
1私 は、今 まで 「コーポ レー ト・ガバナンス」 とい う言葉 を用 いてきた。本稿では、
論を簡潔 にす るため 「コーポレー ト・ガバナンス」 と同義語 として 「企業統治」
とい う言葉を用 いることにする。
2市 民 と国民の使用方法 は、法社会学の視点か ら使用 において厳密な使 い分 けが
なされている。た とえば、 日本国憲法 に記載 されている 「国民」 とい う用語で
は日本国民を指す ことにな る。 しか し、 この場合 は、 さまざまな国籍者 がいる
ことを考 えて も 「市民」 とい う用語を用 い ることが適切であろ う。 これ は、 日
本 国憲法のマッカーサー草案において 「people」とされていたのを 「国民」 と
訳 して しまったことか らも導かれ る。
3高 橋和之[2005]p.19
4高 橋和之[2005]p.19
5日 本における代表的な研究者は、森本三男、櫻井克彦、谷本寛治 らである。6日 本における代表的な研究者は、中村瑞穂 らである。7吉 森 賢[2005]
8吉 森 賢[2005]では、企業統治、企業戦略、企業倫理、企業文化、企業理念
の5つ を経営者機能 とよび、 そのなかで も、経営者 を辞 めさせ ることがで きる
機能 を有す る企業統治が もっ とも重要であ ると述べている。た しかに、企業統
治が辞めさせ ることがで きる機能 を有 しはいるが、実際 に辞 めさせた こ とある
かは別の問題 として論 じなければな らないのである。
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